
鉄道技術連合シンポジウム(J・RAIL2005)

S6-1-2 CUEモデルによる都市鉄道整備プロジェクトの評価

〇 樋野誠 （（財）計凪計画研究所）

［土］ 林 山 泰久 （東北大学大学院経済学研究科）

The Evaluation of Urban Railway Network Improvement Project by Computable Urban Economic Model 

Seiichi HINO, Non-Member (The Institute of Behavioral Sciences) 

Yasuhisa HAYASHIYAMA, Member(Graduate School of Economics and Management, Tohoku University) 

The user's benefit which grasps an effect with a generating base cannot measure the long-term external effects which 

railway network improvement project gives to regional economy. Therefore, the equilibrium model expressing 

influencing of the effects are effective. The purpose of this study is to measure the long-term external effects of urban 

railway network improvement project by CUE(Computable Urban Economic Model). llte external effects are measured 

with the indices of migration, labor, GRP, and land rent in each zone by CUE. 
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1.はじめに

鉄道整備が地域経済に与える長期的外部効果（経済活動や

人口分布の変化）は、発生ペースで効果を把握する利用者便

益の計測等では把握することができないことから，効果の

波及を明示的に表現した均衡モデルである CUEモデル

(Computable Urban Economic Model)の適用が不可欠となるで

あろうと考えられる．そこで，本研究では，地域経済への

外部効果が大きい場合の鉄道整備プロジェクトに対して

CUEモデルを適用し，その有用性について検討する．

2. CUEモデルの構築

2.1モデルの枠組みと仮定

本研究における CUEモデルは以下の仮定を沿＜．

① 鉄追が整備される都市四を分析対象地域とし， 都市圏の

総世梢数をN とし，各世梢は 1単位の労働を供給する．

② 都市商内は複数のゾーン（ここでは236ゾーン）に分割さ

れ，ゾーン単位で居住地選択や買物先 ・通勤先選択行動

を行うものとする．

③ 都市圏全体の地代収入・交通部門からの収入は都市圏に

住む全家計に均等に分配されるものと仮定する．

2.2家計部門

都市圏内に居住する家計の効用 uijkは(I)式のような

Cobb=Douglas型関数で表現される．家計の効用は，ゾーンi

に居住し．買物先］で財を！翡入・消費し，通勤先Kから所得

を得ることにより得られることを意味している．

況＝ axIn主＋ahIn h ik,'vi, j, k (1) 

ここで， a,:財消費シェア， ah：土地梢費シェアであり，
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も ＋％ ＝ 1の関係がある． x'Jk・：居住地i，買物先j,通

勤先Kである家計の財消費fil, h心ゾーンtに居住し，ゾ

ーンKに通勤する家計の土地消費址である．

wk巫＋Q 

＝ （炉＋尻＋ 2pij.)足＋ p；砂＋ 2pik
(2) 

T ＝炉＋ 2t？苫＋碕（3)

［＋恥，んこ9:：）N心Jんl
＋L i, j, k 2pdik砂

where. 0 = 
N 

(2)式は所得制約条件であり，右辺第 1項は家計の労慟

収入，第 2項は地代および交通部門収入，左辺第 1項は買

物交通費を含んだ財消費支出，第 2項は住宅支出である，

すなわち，地代 ・交通関連収入は都市圏内全家計に均等分

配されると仮定している． 一方，（3）式は，時間制約条件で

あり，左辺第 1項のTは総利用可能時間，右辺第 1項の西

は労慟時間、第 2項はl！オ3’JK・の単位当たり買物時間，第 3

項は通勤時間である，また，りは買物に要するゾーンi-j 

間交通時間， りは通勤にかかるゾーンi-k問交通時間で

ある．さらに，砧はゾーンKの労働者貨金， 0は都市圏家

計に均等分配される土地迂産 ・交通部門の余剰， p）はゾー

ンjにおけるl！オのf.o.b．価格，がは買物先ゾーンJにおける

駐IIi料金，pは単位距離当たり交通費用，（l＇J(K)はゾーン

t -j(K)|t1距離， 外はゾーンiの地代， N'Jkは居住地i'

買物先j,通勤先Kの世帯数， O＇はゾ ーンiの容積率， 月’

はゾーンiの利用可能而積である，



以上の，所術制約および時l::]制約条件の下，（1）式を最大

化することによ り，各財の需要関数が得られる．

足＝ ％（wkt + o -T?ん.)/p述¥:/i,j,k (4) 

hik = ah(wkt +0-Tik)/pfi_ ¥:/i,k (5) 

where炉＝炉 ＋炉＋ 2(p衣＋ w惰）

Tik = 2(pdik + w嗜）

したがって． 間接効用関数は(6)式となり，鉄道整備によ

る交通費を含む財価格の低下は．家計の効用に対してプラ

ス要因となり， 一方で．鉄道沿線では，利便性増加により

土地術要が高まるため， 地代が高膳するというマイナス要

因も合わせ持つ．

vijk = ln(wkt + 0 -Tik) 

-ax In pijk -ah ln吋 ，Vi,j,k
(6) 

さらに． Itl接効用関数にガンペル分布に従う確率項e!)K

を仮定すると，家計が居住地i，買物先j,通勤先kを選択

する確率Pr[i,j, k]は，（7）式に示されるロジットモデルとし

て得る ことができる． このことによ り，選択行動の決定に

おいて価格以外の要因も確率的に考虚されることになる．

exp(¥/ijk) 
Pr[i,j, k] = ~ , Vi, j, k (7) 

I: i'j'k'exp(¥/i'j'k') 

都市圏総世帯数はNであることから、居住地i'買物先J.

通勤先kを選択する世帯数N』)Kは(8)式となり， ゾーンiに

居住する世帯数 N'は(9)式となる．

Nijk = Pr[i,j,k] -N, Vi,j,k (8) 

炉 ＝Lj,l.:Pr[i,j,k) • N, Vi (9) 

以下では他地域からの都市圏地域への人口流入について

考える．まず，都市圏全体の効用を，ログサム合成変数に

より導く．

II= Inどijん．vijk (10) 

都市圏以外の他地域の所得水準，物価水準，地代水部は

統計箕料より把握できることから， riil接効用関数を利用す

ることで，他地坂の効用水部を捉えることができる．そこ

で得られる効用水準と、鉄道幣備により上昇する都市圏の

効用水準である(10)式との相対的関係により 他地域から都

市圏地域への人口の流入駄を得ることができる．

2.3企業部門

企業の生税関数は，生産要素が土地・労働・ アクセシピ

リティの Cobb=Douglas型とする．また，本研究では，ゾー

ンに固有のアクセシピリティは生産に正の外部性を与え，

生産を増大させる効果を考えるものとした

yi = (L茫(T況(ACCi)'Y,'vi (II) 

ここで，労働と土地については， (¥'+ f3 = 1の一次同次

の関係を仮定し，'Y> 0とする． y'はゾーンiにおける財

の生産址． Eはゾーンiにおける企業の労働術要鼠， T'は
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ゾーンtにおける企業の土地悔要而積， rlCC‘はゾーンiの

アクセシピリティである．本研究では，ゾーンiのアクセシ

ピリティ指標として(12)式を定義するこれは相手先の従

業者数 Uを地域の豊かさや多様性を慈味する指椋と解釈し，

その魅力へ近づくための時liilt1Jで除す（割引く）ことで，ゾー

ンiのアクセシピリティとしたことに起因している．

Acci = L声／lij,Vi (12) 

生産関数による技術制約条件の下，利ifl/j最大化問迎を解

くと以下の労働・土地の要素術要関数が導出される．こ こ

でゾーンiの従業人口とは． OD表での通勤集中交通駄と同

義となる．

¢ = 0ptyt /w¥ Vt (13) 

Ti= (JvV I vj1, Vi (14) 

さらに，各要素術要より財の単位費用関数が求められる．

vi = (wi I研 (PfiI (3)/3(Acci戸，Vi (15) 

この関係式は，鉄追整備によるアク セシピリ ティが向上

し，企業の生産効率が上昇する正の影響と，鉄道沿線では

人口増加 ・企業立地の増加により地代が高膳し，負担が高

まる負の影響を同時に考慮している．

2.4市場均衡

労働市楊に関するゾーンKの術給均衡式は(16)式となり，

これより貨金率耐が褐られる．

Lk=Li,jNijk,¥:/k (16) 

ゾーンjにおける財市場の術給均衡式は(17)式となり，ゾ

ーンjにおける企業は，各ゾーンに居住する家計がゾーンj

で財を術要する揖に見合うように生産活動を行う

炉＝NI:i,k足 Pr[i,j,k],Vj (17) 

ゾーンiの土地市場の需給均衡式は(18)式となり，ゾーン

別の地代水準叫 が求まる，

西 i= Ti十こ凶ikh ik, Vi (18) 

以上の一般均衡モデルは内生変数と方程式数が一致し，

ワルラス法則が成立する．数値計勾は，都市圏全体の労働

市場の超過術要に応じて校金率を調務する価格調整アルゴ

リズムを適用する ここでは，ゾーン番号 1の地代水準を

ニュメレールとして基準価格化し，その術給均衡式を除い

て数値計勾を行う．数値rrt勾の結果，ゾーン番号 1の僻要

と供給の数値は事後的に等しくなり，モデルとその数値計

-n：方法に誤りはないことが確認されたと言えよう．

2.5分析ケースと係数設定

上述 した構槃したモデルを，具体的な鉄道整備プロジェ

クトの効果計測に適用する．ここでは，ある地方都市の都

市鉄道整備を事例に取り上げる． これは，地方都市におけ

る鉄道整価はその地域にとって影響が大きいプロジェクト

であり， 問接効果が大きいと考えられるためである．対象

となる鉄道は 1987年に既に供用されており事後分析の位

附付けとなる．実際に，鉄迎整備による都市構造の影響や，



経済活動への影響が発現しており実績値と比較すること

が可能な点からも有効であるものと考えられる．
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図 1 分析対象となる鉄道整備沿線地域

シミュレーショ ンの分析年次は対象地域において交通デ

ータが十分に整備されている 1997年とする． 1997年時点に

おいて，分析対象となる鉄道は既に整備されており，本分

析は事後評価の扱いとなる． WithCaseは 1997年において鉄

道が整備されたケース， WithoutCaseは 1997年時点で仮に

鉄道が整備されず，併せて駅へのアクセス道路および鉄道

駅周辺の用途指定変更がないケースである．両ケースの比

較により整備効果を箕定する．

表 I With, Withoutシミュレーションの条件設定

With Case Without Case 

分析年次 1997年

整佃対象
鉄追あり 鉄道なし

鉄逍

道路網
97年道路網から，鉄道駅結

1997年 節追路を削除する．

土地利用
当時の状況 97年次の鉄道釈周辺容積率

を整備前の容積率とする．

外生変数は，ゾーン間所要時間t,)およびゾーン容積率<I>,

である．ゾーン1町l所要時間は． 他の交通モデルから求めて

おり全交通モードによる平均値を適用 している． また，

容積率およびその他のパラメータは既存の統計むより褐た．

特に，生産関数のパラメータについては，市町村単位で推

定を行っている．

3.数値計算による鉄道整備の効果計測

以下では．シミュレーションによ り得られた各指椋を

With-Without比較することにより整備効果を把握する．

3.1夜間人口の変化

鉄道整備により，鉄道沿線での夜間人口が増加すると同

時に．他の鉄追沿線においても夜間人口が削加する． これ

は，鉄道整佃による他線への乗り継ぎ利便性が向上し．鉄

道網全体としての魅力が向上するネットワーク効果と考え

られる．都市圏の夜問人口は約 38,000人(4.1%)の増加と推

計される．鉄逍沿線軸に人口が集中し，効率的な市街地が

形成されたことが伺える．

3.2従業人口の変化

鉄道整f前により，鉄逍沿線の都心，北部終点駅および南

部終点駅地域で従業人口が附加してお り，鉄迫軸に沿った

効率的な業務地区が形成される．また，従来からの業務地

区である東部地区においても，都市梱全体の従業人口増加

による梨積の経済効果が発現し，業務人口が増加する．鉄

道整備により都市圏の従業人口は約 32,000人(5.9%)刑加と

推計される．

図 3
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3.3総生産の変化

交通条件が改善された鉄道沿線においては，従業人口が

増加し，集積の経済が発現することにより総生程が増加

する．総生産の削加によ り市民所得が約 2,700餡円(4.2%)
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上昇するものと試箕された．

3.4地代の変化

利便性が削加する鉄道沿線では，家計の土地儒要と企業

の土地僻要が高まり， 地代水準が上昇する．結果，地代は

都市圏で約 3,600倍円(0.7%)上昇すると推計される．
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図5 地代の変化 (With-Without比較）

3.5地方財政への寄与

鉄道整備により，市民所得を税源とする市民税は．市民

所得の削分に税率をかけることにより 36.0偲円増加し，資

産価値を税源とする固定沢産税は，毀産価値の削分に税率

を乗ずることにより 35.5f£i.円の増加と試勾された．

3.6その他の指標

都市構造の変化を意味する夜Itl人口および従業人口の分

布の変化を考慮して，交通モデルにより鉄道整備の時間短

縮便益．環坑改善便益，交通・事故削減便益，走行台キロの

減少，費用便益比の指標が箕定される．まず，鉄道整備に

より追路混雑が緩和され，自動車による移動時間が短縮さ

れる．鉄道 ・自動車合わせた時間短縮は都市圏全体で年間

約 662万時間(I日あたり約 1.8万時間）と試卯され，金額換

勾すると年間では約 249億円の効果となりその効果は鉄

道軸沿線で大きく発現する．また， 瑕悦負荷の軽減効果に

ついては，鉄道整備により自動車交通駄が減少し，窒素酪

化物(NO,)および二酸化炭索(CO2)の排出凪が減少し，また騎

音レペルが減少する．都市圏全体の現境改苦便益は，窒素

酸化物(NO,)削減が年1111l憶 8,300万円， 二酸化炭素(CO2)削

減が年間6,500万円，自動車瑳音削減が年llrl2偲 8千万円の

総額年1i妬I5億 3千万円と試箕される．

また， 本研究では， 「鉄逍プロジェクトの費用対効果分析

マニュアル」に従い，時間短縮効果，経費節減効果，閑撹

改善便益．事故削減便益供給者便益を合計し，費用対効

果を勾定したその結果，費用便益比は 2.35であり，鉄道

整備による効果は，費用を大きく上回り当該プロジェク

トは投毀するに値するものであったことが分かる．

4. CUEモデルの実務への適用上の課題

CUEモデルは， 社会貸本整備による陥滸ペースの空liり評
価が可能な点で， 他の分析にはない特徴を持ち，今後の公

共事業に対する適用の拡大が望ましいものと考えられる．

このことについては， Yenab Jes (I 999)は，公共プロジェク

トの間接効果（累積効果や集積経済）が大きい楊合は， これま

での伝統的な費用便益分析では不十分であり， 一般均衡モ

デル構築の必要性を指摘している．

以下では，今回の事例研究を通して得られる CUEモデル

の実務上適用の課題を整理する．

(1)モデル定式化における恣意性の排除

CUEモデルおよびCGE(ComputableGeneral Equilibrium)モ

デルは帰沼ペースの分析であることから，長期的外部効果

の範囲が不明確であり，モデル作成者による恣意性と計測

精度に対する信頼性の問頌が指摘される．今後，実務にお

けるモデリングでは関数において一定の揉準化 ・共通化に

よる恣慈性の排除が必要である．

(2)ゾーン単位の統計データとキャリプレーション法

1国からなる CGEモデルの場合には， 産業連関表からキ

ャリプレーションすることが可能であるものの，ゾーン単

位からなる CUEモデルは，各ゾーンの総生産データは存在

しないため，各種パラメータの選定が恣意的になりがちで

ある．特に本分析で捉える長期におよぷ外部効果は，生

産関数のアクセシピリテイ パラメータ 7に大きく依存し，

この係数が重要であることは自明である．今後は，この係

数を含めた係数設定の妥当性について検討する必要があろ

う．

5.おわりに

社会箕本整備に対する財政的制約が厳しさを増す中．公

共事業の客観的評価はますます重要になってきている．

CUEモデルは， 社会汽本整備の陥滸ペースの効果を計測す

る手法として有効であるものの，取り組み事例は未だ少な

い．今後は．本稿で示した先進事例が広く実務で適用され

るよう技術的な課題を改良するとともに結果を広く公表

し．アカウンタピリティを確保することが煎要であろう．
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